
令和元年度香川県経営・生産対策に係る事業評価委員会次第 

 

日時:令和元年９月11日(水) 10:00～12:00 

場所:県庁12階 第６・７会議室     

 

 

 

１ 開  会 

  

 

 ２ あいさつ 

 

 

３ 協議事項 

 

１）事業評価委員会設置要領について 

 

２）強い農業・担い手づくり総合支援交付金事業について      

 

３）畜産クラスター事業について         

 

４）産地パワーアップ事業について       

 

５）農畜産物輸出拡大施設整備事業について   

 

６）香川県単独県費補助事業の実績等について  

 

７）その他 

 

 

４ 閉  会



香川県経営・生産対策に係る事業評価委員会の概要 

 

１ 開催の趣旨等 

  平成１１年に施行された食料・農業・農村基本法において、「国及び地方公共団体は、

食料、農業及び農村に関する施策を講ずるにつき、相協力するとともに、行政組織の整備

並びに行政運営の効率化及び透明性の向上に努めるものとする。」とされている。 

  また、平成１４年に施行された行政機関が行う政策の評価に関する法律に基づき作成さ

れた農林水産省政策評価基本計画においては、「政策評価の客観性を確保し、多様な意見

の反映を図るとともに、評価手法及び透明性の向上を図ること」を目的に、農林水産省政

策評価第三者委員会が設置され、各県においても、農業関係の国庫補助事業等について、

補助事業の効率的かつ適正な推進を図るため、関係者以外で構成する第三者機関に意見を

聴くこととされている。 

  香川県経営・生産対策に係る事業評価委員会は、こうした情勢を背景として開催するも

のであり、県農政水産部が所管する国庫事業（非公共事業）等の効率的かつ適正な執行を

図るため、事業内容等について検討することとする。 

 

２ 香川県経営・生産対策に係る事業評価委員 

  委員は、県その他関係行政団体などに属する者以外から選任し、知事が委嘱する。 

 

 

香川県経営・生産対策に係る事業評価委員会委員（令和元年7月1 日現在） 

氏名 所属及び役職 

板野  利信 

久保田 英俊 

谷本 小百合 

向原 佳代子 

武藤  幸雄 

㈱日本政策金融公庫高松支店 農林水産事業 統轄 

久保田税理士事務所 所長 

高松リビング新聞社編集部 編集長 

香川県生活協同組合連合会 理事 

香川大学農学部 准教授 

（敬称略、五十音順） 



香川県経営・生産対策に係る事業評価委員会設置要領 

（設置の目的） 

第１ 強い農業・担い手づくり総合支援交付金事業、産地パワーアップ事業、畜産・酪農収益力強化

総合対策基金事業、農畜産物輸出拡大施設整備事業、かがわの水田農業競争力強化対策事業、薬用

作物振興事業、かがわ園芸産地活性化基盤整備事業、オリーブ生産拡大加速化事業及び盆栽産地基

盤強化対策事業の実施手続等についての意見を聴くため、香川県経営・生産対策に係る事業評価委

員会（以下「評価委員会」という。）を設置する。 

（構成） 

第２ 評価委員会は、委員５人以内で組織する。 

２ 委員は、知事が委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、任期中に欠員となった補充の委員の任期は前任者の残任

期間とする。 

４ 委員の再任は妨げない。 

５ 委員は、協議に関して知り得た個人情報について、個人の権利利益の保護に留意し、第三者に

漏らしてはならない。委員を退任した後においても同様とする。 

（委員長） 

第３ 評価委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選によってこれを定める。 

３ 委員長は、評価委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 委員長に事故があるときは、予め委員長が指名する委員がその職務を代行する。 

（庶務） 

第４ 評価委員会の庶務は、農政水産部農業生産流通課で処理する。 

（その他） 

第５ この要領に定めるもののほか、評価委員会の運営に必要な事項は、委員長が委員会に諮って定

める。 

  附 則 

この要領は、平成１３年３月２３日から施行する。 

この要領は、平成１４年５月２９日から施行する。 

この要領は、平成１５年４月 １日から施行する。 

この要領は、平成１７年４月 １日から施行する。 

この要領は、平成１９年３月２２日から施行する。 

この要領は、平成２２年３月２６日から施行する。 

この要領は、平成２３年３月２２日から施行する。 

この要領は、平成２４年３月３０日から施行する。 

この要領は、平成２５年４月 １日から施行する。 

この要領は、平成２６年４月 １日から施行する。 

この要領は、平成２７年９月 ２日から施行する。 

この要領は、平成２８年４月 １日から施行する。 

この要領は、平成２９年８月２１日から施行する。 

この要領は、令和 元年５月２０日から施行する。



香川県経営・生産対策に係る事業評価委員会設置要領の改正について 

 

改正後 改正前 

 

（設置の目的） 

第１ 強い農業・担い手づくり総合支援交付金事

業、産地パワーアップ事業、畜産・酪農収益

力強化総合対策基金事業、農畜産物輸出拡大

施設整備事業、かがわの水田農業競争力強化

対策事業、薬用作物振興事業、かがわ園芸産

地活性化基盤整備事業、オリーブ生産拡大加

速化事業及び盆栽産地基盤強化対策事業の

実施手続等についての意見を聴くため、香川

県経営・生産対策に係る事業評価委員会（以

下「評価委員会」という。）を設置する。 

 

 

第２～第５ （略） 

 

 

附 則 

 （略） 

 

 

 

（設置の目的） 

第１ 強い農業づくり交付金対象事業、産地パワ

ーアップ事業、畜産・酪農収益力強化総合対

策基金事業、かがわの水田農業競争力強化対

策事業、薬用作物振興事業、かがわ園芸産地

活性化基盤整備事業、農作業支援促進事業、

オリーブ生産拡大総合支援事業、盆栽産地基

盤強化対策事業、かがわ６次産業化等促進整

備事業及び企業等農業参入促進事業の実施

手続等についての意見を聴くため、香川県経

営・生産対策に係る事業評価委員会（以下「評

価委員会」という。）を設置する。 

 

第２～第５ （略） 

 

 

附 則 

 （略） 

 

 この要領は、令和元年5月20日から施行する。 

 



香川県経営・生産対策に係る事業評価委員会の公開について 

(平成１８年７月２１日) 

 

県に設置された審議会等については、執行機関からの一定の独立性を有して、県の行政運

営や政策形成の過程において、有識者や県民の意見を反映させるという重要な役割を果たし

ている。 

県は、こうした審議会等の審議の状況を明らかにし、県政に対する県民の理解を深めるた

め、「審議会等の会議の公開に関する指針」（以下「指針」という。）を制定し、平成１０年

５月１日から施行している。 

本指針については、審議会等の自主性、自立性を尊重しつつ、統一的な運用を行うための

基本方針を示したものであり、審議会等の執行機関からの一定の独立性を有する機関である

ことを尊重するという観点から、指針では、審議会等の会議は、原則として公開すると規定

されているが、これを公開するかどうかは、公開基準に基づき、当該審議会等が決定するも

のと規定されている。 

 

このため、本委員会において、次のとおり決定するものである。 

 

記 

 

１ 本委員会の会議は、原則として公開する。ただし、「審議会等の会議の公開に関する指

針」３のイ、ロに該当する事案を審議する場合は公開しない。当該事案に該当するかしな

いかについては委員長が決定する。 

 

２ 会議の開催の周知等 

（１） 会議の開催の周知について 

開催日時、場所等について、会議開催の１週間前までに、次の周知を行う。 

イ 報道機関への開催通知 

ロ インターネットの香川県のホームページへの掲載 

ただし、会議を緊急に開催する必要が生じたときは、この限りでない。 

  

（２） 公開方法について 

  報道機関に公開するとともに、希望する者に傍聴を認める。この場合には、委員会の内

容が十分に理解できるような会議資料を配付する。 

  なお、傍聴者の定員は１０名以内とし、傍聴者は別添「香川県経営・生産対策に係る事

業評価委員会傍聴要領」により傍聴するものとする。 

 

（３） 公開した会議の会議録等の公表について 

  会議のうち、公開した会議資料、会議録の写しを、事務局（農政水産部農業生産流通課）

において、一般の閲覧に供する。



香川県経営・生産対策に係る事業評価委員会傍聴要領 

 

１ 傍聴手続 

  傍聴の申し込み受付は、会議の当日、会場において会議の３０分前から行います。会議

を傍聴しようとする方は、会議の開始時刻までに、係員に住所及び氏名を申し出て、香川

県経営・生産対策に係る事業評価委員会委員長の許可を得たうえで、係員の指示に従い、

会場に入場してください。 

 

２ 傍聴の遵守事項 

  傍聴者は、次の事項を遵守してください。 

（１）公然と意見を表明する等会議を妨害しないこと。 

（２）委員長の許可なく、会場の模様を撮影し、録音しないこと。 

（３）その他礼儀を守り、会議を軽視するような行為をしないこと。 

 

３ 会場の秩序維持 

  傍聴者が前項の規定に違反したときは、これを注意し、なお、これを改めないときは、

退場していただくことがあります。 

 

 



審議会等の会議の公開に関する指針 

平成１０年３月３０日 策  定 

平成１６年４月 １日 最終改正 

１ 目 的 

 この指針は、審議会等の会議を公開することにより、県民に対しその審議状況を明らか

にし、もって県政への県民の参加をより一層推進し、県政に対する県民の理解を深めるこ

とを目的とする。 

２ 対象とする審議会等 

 この指針の対象とする審議会等は、県民、学識経験者等で構成され、法令、条例又は要

綱等の定めるところにより、県の事務について審議、審査、調査等を行うために知事の下

に設置された機関（以下「審議会等」という。）とする。 

３ 審議会等の会議の公開基準 

 審議会等の会議は、原則として公開する。ただし、次のいずれかに該当する場合は、当

該会議を公開しないことができる。 

 イ 当該会議において、香川県情報公開条例（平成１２年条例第５４号）第７条各号に

定める情報に該当すると認められる事項について審議等を行う場合 

 ロ 当該会議を公開することにより、公正かつ円滑な審議が著しく阻害され、会議の目

的が達成できなくなると認められる場合 

４ 公開、非公開の決定 

  審議会等の会議を公開するかどうかは、公開基準に基づき、当該審議会等が決定するも

のとする。 

５ 公開の方法等 

（１）審議会等の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に、当該会議の傍聴を認めること

により行うものとする。 

（２）審議会等は、公開した会議の会議資料及び会議録の公表に努めるものとする。 

６ 会議開催の周知 

  公開で行う会議開催の周知は、報道機関への資料提供、県民室及び県民センターでの情

報提供等の方法により行うものとする。 

７ その他 

（１）審議会等の概要に関する資料を作成し、県民室及び県民センターにおいて一般の閲覧

に供するものとする。 

（２）この指針の運用に当たって必要な事項は、別に定める。 

８ 適用期日 

  この指針は、平成１０年５月１日以降に開催される審議会等の会議に適用する。 


